
令和元年度

東みよし町連結財務書類

（統一的な基準）



【様式第1号】

自治体名：東みよし町

会計：連結会計 （単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 44,943,895,634   固定負債 12,808,299,058

    有形固定資産 40,843,102,875     地方債等 11,033,811,795

      事業用資産 12,126,624,034     長期未払金 12,087,821

        土地 4,979,184,455     退職手当引当金 1,500,140,102

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 262,259,340

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 1,541,291,365

        建物 18,076,522,305     １年内償還予定地方債等 1,308,952,962

        建物減価償却累計額 -11,450,943,958     未払金 77,602,635

        建物減損損失累計額 -15,908,104     未払費用 11,413,445

        工作物 582,151,800     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -181,507,338     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -3,242,922     賞与等引当金 111,557,296

        船舶 -     預り金 18,555,881

        船舶減価償却累計額 -     その他 13,209,146

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 14,349,590,423

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 50,289,626,235

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -12,789,546,145

        航空機 -   他団体出資等分 15,000,000

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 23,790,659

        その他減価償却累計額 -23,790,658

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 140,367,795

      インフラ資産 28,172,843,952

        土地 633,210,030

        土地減損損失累計額 -

        建物 786,445,634

        建物減価償却累計額 -430,258,146

        建物減損損失累計額 -

        工作物 47,558,196,037

        工作物減価償却累計額 -20,430,129,858

        工作物減損損失累計額 -

        その他 16,332,983

        その他減価償却累計額 -2,493,885

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 41,541,157

      物品 2,288,562,766

      物品減価償却累計額 -1,741,622,606

      物品減損損失累計額 -3,305,271

    無形固定資産 49,256,009

      ソフトウェア 28,380,695

      その他 20,875,314

    投資その他の資産 4,051,536,750

      投資及び出資金 256,040,435

        有価証券 -

        出資金 256,040,435

        その他 -

      長期延滞債権 81,820,316

      長期貸付金 14,650,000

      基金 3,711,165,739

        減債基金 693,000

        その他 3,710,472,739

      その他 3,534,822

      徴収不能引当金 -15,674,562

  流動資産 6,920,774,879

    現金預金 1,511,604,240

    未収金 52,852,818

    短期貸付金 1,554,104

    基金 5,344,176,497

      財政調整基金 3,665,717,497

      減債基金 1,678,459,000

    棚卸資産 8,866,392

    その他 23,189,625

    徴収不能引当金 -21,468,797

  繰延資産 - 純資産合計 37,515,080,090

資産合計 51,864,670,513 負債及び純資産合計 51,864,670,513

連結貸借対照表
（令和2年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：東みよし町

会計：連結会計 （単位：円）

連結行政コスト計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

  経常費用 12,918,192,399

    業務費用 5,621,221,338

      人件費 1,610,018,598

        職員給与費 1,354,017,719

        賞与等引当金繰入額 111,557,296

        退職手当引当金繰入額 29,795,755

        その他 114,647,828

      物件費等 3,608,563,107

        物件費 1,772,031,584

        維持補修費 336,427,052

        減価償却費 1,498,817,090

        その他 1,287,381

      その他の業務費用 402,639,633

        支払利息 77,049,749

        徴収不能引当金繰入額 8,757,953

        その他 316,831,931

    移転費用 7,296,971,061

      補助金等 6,539,854,352

      社会保障給付 724,696,306

      その他 17,420,403

  経常収益 1,037,793,713

    使用料及び手数料 371,237,133

    その他 666,556,580

純経常行政コスト 11,880,398,686

  臨時損失 312,103,054

    災害復旧事業費 162,864,208

    資産除売却損 6,574,806

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 142,664,040

  臨時利益 3,530,135

    資産売却益 -

    その他 3,530,135

純行政コスト 12,188,971,605



【様式第3号】

自治体名：東みよし町

会計：連結会計 （単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 37,755,388,058 50,285,781,004 -12,545,392,946 15,000,000

  純行政コスト（△） -12,188,971,605 -12,188,971,605 -

  財源 11,813,839,950 11,813,839,950 -

    税収等 7,435,586,416 7,435,586,416 -

    国県等補助金 4,378,253,534 4,378,253,534 -

  本年度差額 -375,131,655 -375,131,655 -

  固定資産等の変動（内部変動） -217,762,739 217,762,739

    有形固定資産等の増加 1,066,977,285 -1,066,977,285

    有形固定資産等の減少 -1,607,210,638 1,607,210,638

    貸付金・基金等の増加 1,393,870,519 -1,393,870,519

    貸付金・基金等の減少 -1,071,399,905 1,071,399,905

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 215,719,755 215,719,755

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 -8,776,101 6,437,419 -15,213,520 -

  その他 -72,119,967 -549,204 -71,570,763

  本年度純資産変動額 -240,307,968 3,845,231 -244,153,199 -

本年度末純資産残高 37,515,080,090 50,289,626,235 -12,789,546,145 15,000,000

連結純資産変動計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日



【様式第4号】

自治体名：東みよし町

会計：連結会計 （単位：円）

連結資金収支計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 11,357,529,521

    業務費用支出 4,060,363,601

      人件費支出 1,568,928,106

      物件費等支出 2,099,336,827

      支払利息支出 77,049,749

      その他の支出 315,048,919

    移転費用支出 7,297,165,920

      補助金等支出 6,540,049,211

      社会保障給付支出 724,696,306

      その他の支出 17,420,403

  業務収入 12,522,150,288

    税収等収入 7,422,817,721

    国県等補助金収入 4,137,563,547

    使用料及び手数料収入 367,131,719

    その他の収入 594,637,301

  臨時支出 240,670,852

    災害復旧事業費支出 162,339,781

    その他の支出 78,331,071

  臨時収入 105,815,551

業務活動収支 1,029,765,466

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,886,225,139

    公共施設等整備費支出 1,033,164,531

    基金積立金支出 853,060,608

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 665,960,077

    国県等補助金収入 134,878,146

    基金取崩収入 503,193,763

    貸付金元金回収収入 313,104

    資産売却収入 8,412,662

    その他の収入 19,162,402

投資活動収支 -1,220,265,062

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,230,089,297

    地方債等償還支出 1,224,575,340

    その他の支出 5,513,957

  財務活動収入 1,165,129,710

    地方債等発行収入 1,165,129,710

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 28,455,677

本年度歳計外現金増減額 -11,605,580

本年度末歳計外現金残高 16,850,097

本年度末現金預金残高 1,511,604,240

財務活動収支 -64,959,587

本年度資金収支額 -255,459,183

前年度末資金残高 1,753,742,806

比例連結割合変更に伴う差額 -3,529,480

本年度末資金残高 1,494,754,143



連結財務書類における注記

１ 重要な会計方針

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの･････････････取得原価

取得原価が不明なもの･･･････････････････再調達原価

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

① 子会社・関連会社株式･･････････････････････取得原価

ただし、実質価額の低下割合が３０％以上である場合、強制評価減を行っています。

② その他有価証券

ア 市場価格のあるもの･････････････････会計年度末における市場価格

イ 市場価格のないもの･････････････････取得原価（又は償却原価法）

ただし、時価または実質価額の低下割合が３０％以上である場合、強制評価減を

行っています。

③ 出資金････････････････････････････････････出資金額

ただし、実質価額の低下割合が３０％以上である場合、強制評価減を行っています。



(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 原材料、商品等･････････先入先出法による原価法

(4) 有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産･･････････････････････････････定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 ３年～５０年

工作物 ２年～６０年

物品 ２年～３８年

② 無形固定資産･････････････････････････････････････定額法

ソフトウェア ５～６年

(5)引当金の計上基準及び算定方法

① 投資損失引当金

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについ

て、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上し

ています。

② 徴収不能引当金

未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不能欠損率により徴収不能

見込額を計上しています。

③ 賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額

の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。



④ 退職手当引当金

退職手当債務から徳島県市町村総合事務組合への加入時以降の負担金の累計額から、

既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、徳島県市町村

総合事務組合における積立金額の運用益のうち東みよし町へ按分される額を加算し

た額を控除した額を計上しています。

(6) リース取引の処理方法

① ファイナンス・リース取引

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引(リース期間が1年以内のファイナンス・リー

ス取引及びリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ ア以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

② オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7) 資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（３ヶ月以内の短期投資等）を資

金の範囲としております。なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における

取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(8)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。



２ 重要な会計方針の変更等

変更はありません。

３ 重要な後発事象

該当はありません。

４ 偶発債務

該当はありません。

５ 追加情報

①連結対象団体（会計）

※全体財務書類の連結対象団体（会計）に追加して上記の団体が含まれます。

連結方法は次の通りです。

① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合

1 吉野川オアシス（株） 第三セクター等 全部連結 -

2
みよし広域連合

（一般会計）

一部事務組合・

広域連合
比例連結 33.72％

3
みよし広域連合

（介護保険特別会計）

一部事務組合・

広域連合
比例連結 27.78％

4 三好東部火葬場管理組合
一部事務組合・

広域連合
比例連結 64.53％

5
徳島県後期高齢者医療広域連合

（一般会計）

一部事務組合・

広域連合
比例連結 2.23％

6
徳島県後期高齢者医療広域連合

（後期高齢者医療特別会計）

一部事務組合・

広域連合
比例連結 2.09％

7
徳島県市町村議会議員

公務災害補償等組合

一部事務組合・

広域連合
比例連結 5.13％

8
徳島県市町村総合事務組合

（一般会計）退職手当事業

一部事務組合・

広域連合
みなし連結 -

9
徳島県市町村総合事務組合

（一般会計）消防事業

一部事務組合・

広域連合
比例連結 5.52％

10
徳島県市町村総合事務組合

（一般会計）非常勤職員事業

一部事務組合・

広域連合
比例連結 4.51％

11
徳島県市町村総合事務組合

（一般会計）予防接種事業

一部事務組合・

広域連合
比例連結 3.85％

12
徳島県市町村総合事務組合

（滞納整理機構特別会計）

一部事務組合・

広域連合
比例連結 2.74％



象としております。

② 第三セクター等は、出資割合が50％超える団体について全部連結の対象としてお

ります。

②出納整理期間

地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、

出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数

としています。なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設

けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現

金の受払い等が終了したものとして調整しています。

③ 表示単位未満の取扱い

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

④ 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。

ア範囲

売却可能資産の範囲には、台帳手引き１０４段落のとおり、以下のものとする。

「現に公用もしくは公共用に供されていない公有財産（一時的に賃貸借している場

合を含む）」、「売却が既に決定している、または、近い将来売却予定されている

と判断される資産」のいずれかに該当する資産のうち、令和２年度予算において、

財産収入として措置されている資産。

イ内訳

該当なし



⑤吉野川オアシス(株)の特別損失計上の影響について

令和元年度決算における、過年度修正及び減損損失関連により「その他(臨時損失)」

が発生しています。金額は以下の通りです。

ア 過年度修正分 118,596千円

イ 減損損失関連 22,543千円



【様式第５号】

附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細
　※下記以外の資産および負債のうち、その額が資産総額の100分の5を超える科目についても作成する。
（１）資産項目の明細

①有形固定資産の明細 （単位：円）

区分
前年度末残高

(A)
本年度増加額

(B)
本年度減少額

(C)

本年度末残高
(A)+(B)-(C)

(D)

本年度末
減価償却累計額

(E)

本年度減価償却額
(F)

本年度末
減損損失累計額

（G)

本年度減損額
（H)

差引本年度末残高
(D)-(E)
(I)

事業用資産 23,539,872,919 1,576,330,125 1,314,186,030 23,802,017,014 11,656,241,954 80,962,965 19,151,026 19,151,026 12,126,624,034
　土地 4,991,893,596 31,137,411 43,846,552 4,979,184,455 - - - - 4,979,184,455
　立木竹 - - - - - - - - -
　建物 17,973,697,020 1,358,631,003 1,255,805,718 18,076,522,305 11,450,943,958 76,483,483 15,908,104 15,908,104 6,609,670,243
　工作物 535,958,480 46,193,320 - 582,151,800 181,507,338 4,428,886 3,242,922 3,242,922 397,401,540
　船舶 - - - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - - - -
　航空機 - - - - - - - - -
　その他 23,790,063 596 - 23,790,659 23,790,658 50,596 - - 1
　建設仮勘定 14,533,760 140,367,795 14,533,760 140,367,795 - - - - 140,367,795
インフラ資産 48,323,804,693 751,083,459 39,162,311 49,035,725,841 20,862,881,889 - - - 28,172,843,952
　土地 617,136,907 16,073,123 - 633,210,030 - - - - 633,210,030
　建物 786,445,634 - - 786,445,634 430,258,146 - - - 356,187,488
　工作物 46,863,678,143 695,956,005 1,438,111 47,558,196,037 20,430,129,858 - - - 27,128,066,179
　その他 16,332,983 - - 16,332,983 2,493,885 - - - 13,839,098
　建設仮勘定 40,211,026 39,054,331 37,724,200 41,541,157 - - - - 41,541,157
物品 2,275,528,427 32,419,370 19,385,031 2,288,562,766 1,741,622,606 73,534,735 3,305,271 3,305,271 543,634,889

合計 74,139,206,039 2,359,832,954 1,372,733,372 75,126,305,621 34,260,746,449 154,497,700 22,456,297 22,456,297 40,843,102,875


